


東小金井事業創造センター指定管理業務仕様書

　小金井市公の施設の指定管理者の指定手続等に関する条例に基づき、東小金井事業創造センターの指定管理者が行う管理の基準、業務の範囲及び履行方法について基本事項を記載します。

Ⅰ　基本的事項　
１　施設の管理に関する基本的な考え方
指定管理者は、管理運営に当たり、次に掲げる項目に沿って行ってください。
⑴　東小金井事業創造センターは、起業家育成とその市内定着支援により、高付加価値型の企業集積を促進し、地域に根差した産業振興を図ることを目的とした施設であるので、その理念に基づき管理運営を行うこと。
⑵　東小金井事業創造センターでは、小金井市の産業・商業振興の課題解決に寄与し、子どもたちから高齢者まで、「住みやすいまち」「住み続けたいまち」を実現するため、将来的に市内へ定着する意思を持つ市内外の若手起業家等を育成・支援する施設として、個別具体の課題に合わせた経営指導にとどまらず、他起業家や地域金融機関等関連団体、地域住民等との相互交流の機会創出やビジネスマッチング、特色あるイベントの実施等、地域を巻き込んだ取組を行うこと。
⑶　東小金井事業創造センターの管理運営を行うに当たり、以下の関係法令、条例、規則等を遵守すること。
　①　地方自治法及び同法施行令
　②　東小金井事業創造センター条例及び同条例施行規則
　③　小金井市公の施設の指定管理者の指定手続等に関する条例及び同条例施行規則
　④　小金井市情報公開条例及び同条例施行規則
　⑤　小金井市個人情報保護条例及び同条例施行規則
　⑥　その他、業務遂行に関する法令及び条例等
⑷　特定の個人や団体に対して、有利あるいは不利にならないよう、施設の利用に関し公平性及び透明性を確保すること。
⑸　効率的かつ効果的な管理運営を行うこと。
⑹　「個人情報取扱特記事項」（別紙１）を遵守し、個人情報の適正な管理運営を行うこと。
⑺　利用者の意見・要望を管理運営に反映させ、サービスの向上を図ること。

２　建物等施設の概要
⑴　名称　　　　　東小金井事業創造センター
⑵　通称　　　　　ＫＯ－ＴＯ（コート）
⑶　開設　　　　　平成２６年４月１日
⑷　所在地　　　　東京都小金井市梶野町一丁目２番３６号
⑸　敷地面積  　　３２８．２５㎡
⑹　建物延床面積　１７７．９７㎡
⑺　建物の構造及び主な施設　鉄骨造・地上１階

３　運営基準
⑴　休館日
東小金井事業創造センター条例に基づき、土曜日及び日曜日、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）第３条に規定する休日、１月１日から同月３日まで、１２月２９日から同月３１日まで（個室等は原則休館日を設けない。）とします。
ただし、指定管理者が特に必要があると認めたときは、市長の承認を得て、これを変更することができます。変更する際は、事前に利用者へ説明し、利用者の不利益にならないよう十分に配慮してください。
⑵　開館時間
東小金井事業創造センター条例に基づき、午前１０時から午後６時までとします。
ただし、指定管理者が特に必要があると認めたときは、市長の承認を得て、これを変更することができます。変更する際は、事前に利用者へ説明し、利用者の不利益にならないよう十分に配慮してください。
⑶　利用料金
施設や附帯設備の利用料金については、東小金井事業創造センター条例及び同条例施行規則に定める範囲内で、市長の承認を得て、指定管理者が定めます。
　  ⑷  利用申請受付期間
[bookmark: JUMP_SEQ_76]　　　　東小金井事業創造センター条例施行規則別表第１のとおりとします。

Ⅱ　管理運営に関する業務
１　起業家育成・支援に関する業務
　⑴　指導及びカウンセリング業務
　　　起業家等と外部関係機関（地域金融機関等）との連携を図ることを前提として、起業家等の個別具体的な状況に応じた経営・事業化の指導や個別及び集団のカウンセリングを定期的に行ってください。施設の常駐管理人と、施設の目的達成に向けた起業家育成・支援を実現するために必要なノウハウを持った職員（インキュベーションマネージャー等）を配置してください（兼務可）。
　　　また、入居者の事業の進捗状況がわかるよう、定期診断の結果報告書を作成してください。
　⑵　各種講演会開催業務
　　　起業家等の育成及び支援に必要と思われる講演会やイベントの開催を中心として、単発の実施に終始することなく、当該施設の独自性が発揮される連続講座を開催してください。特に起業家が置かれている状況を勘案し、中長期的な視点に立った育成に配慮がなされる講座としてください。
　⑶　情報収集及び提供業務
　　　創業・事業化に係る各種講演会等のイベント、補助金・助成金等に関する情報を収
集の上、起業家等へ必要な情報提供を行ってください。
　　　また、必要に応じて、補助金・助成金等の申請支援を行ってください。
　⑷　起業家等と関連機関等との相互に交流する機会の創出
　　　入居者同士の交流の機会創出、また起業家等が市内に定着していくことに配慮し、
市や近隣の起業家、地域金融機関、学術機関、地域住民等との相互交流の機会創出を
定期的に図ってください。

２　入居者募集・審査等に関する業務
　⑴　個室及びシェアブース　
個室及びシェアブースに空きがある場合、東小金井事業創造センター条例施行規則の定めにより、定期的に入居者募集を行ってください。募集方法は、市報及び市ホームページ等を活用し、広く公平に実施してください。
　　　入居資格の承認をする際には審査委員会を設け、東小金井事業創造センター条例第８条の要件を満たしているかどうか等を審査した上で決定してください。審査委員の内、１名は市の職員とすることとしてください。審査委員会設置に際しては、審査委員会の設置に関する規程を設け、審査基準を作成し、公平な審査に努めてください。また、透明性の観点から、審査結果は応募者の求めに応じ、公表してください。
　⑵　シェアスペース
　　　１年単位の利用、１日単位の利用、貸切利用について、随時案内を行い、利用促進を図ってください。

３　施設及び附帯設備の利用承認等に関する業務
　個室及びシェアブース、シェアスペース、商談室、附帯設備の利用申請受付、承認、変更、取消し業務等を行ってください。


４　利用料金の徴収
　指定管理者が徴収した利用料金については、指定管理者の収入とします。
利用料金の支払方法については、指定管理者において定めてください（支払期日については、東小金井事業創造センター条例施行規則第１０条参照）。
また、必要な帳簿を作成し、市の求めがあるときは提示してください。
なお、指定管理者が徴収した利用料金のうち当該指定管理者の指定管理期間後に事実が発生する利用料金については、当該指定管理者は、その実額について引き継ぎを行う管理者に支払うものとします。
　　　
５　受付関連業務
　　⑴　受付業務
　　 開館時間及びシェアスペース貸切利用中、施設に職員を１名以上常駐させ、各種受付業務や利用者の案内・サポート業務、苦情処理、電話業務、利用者の入退館状況の記録、郵便物の仕分け作業、遺失物拾得物受付管理等、必要な対応を行ってください。
　　 また、施設の視察、見学等への対応を行ってください。
　⑵　開館・閉館業務
　　　　 朝、開館時間までに施設玄関の電気錠を解除し、施設を利用可能な状態に整備して
ください。また、個室等とシェアスペース間の通路扉の開錠を行ってください。
※シェアスペースの閉館時間中は、通路間の扉を閉めていただきます。
夕方、閉館時間以降は施設内の安全点検を行った後、個室等とシェアスペース間の通路扉を閉め、最終的に施設玄関の電気錠による施錠を行ってください。
　　 ⑶　原状回復確認業務
　　　　　　利用者が退去する際には立ち会いを行い、原状回復の確認を行ってください。原状
回復が行われない時には、利用者に対して回復を指示してください。

　６　情報発信業務
　　　施設の施策や事業、利用者等のPRを目的とし、ホームページの作成・運営や広告物の作成・配布等、積極的な情報発信を行ってください。

　７　施設等の維持管理に関する業務
⑴　施設について
施設の美観を維持し、安全性を確保するため、日常的な保守点検や必要に応じ修繕等を行ってください。また、利用者が快適に利用できるよう、日常清掃や定期清掃を行ってください。
　　⑵　設備・備品・消耗品
　　　　　法令やメーカー指針に基づき日常点検、定期点検等を実施し、利用者や周辺地域の快適性・安全性を確保してください。施設の管理運営で必要な消耗品は指定管理者で調達し、管理してください。
　　　　（例：エアコンの定期的なフィルター掃除やフロン排出抑制法にもとづく簡易点検、AEDの外観確認（損傷やヒビがないか）　等）
確認した内容は、必要に応じ市に報告ができるよう、記録を取ってください。
　　　⑶　その他鍵の管理
　　　　　西側の通用口のテンキーの暗証番号を定期的に変更し、利用者に伝えてください。
また、個室及びシェアブースの退去者が出た場合、暗証番号を変更してください。
原則、個室及びシェアブースの鍵の開閉はしませんが、スペアキーを管理し、有事の際には開閉ができるよう備えてください（機械警備も含む。）。
　　　⑷　電話回線
　　　　　施設に敷設してある電話回線については、入居者が個別に事業者と契約を結ぶこととします。
　　　⑸　ＩＴ環境
　　　　　施設に整備済みのインターネット通信回線を管理してください。なお、インターネット接続に係る経費については、指定管理者が負担してください。
　　　　　通信回線及びプロバイダ：Ｊ－ＣＯＭ東京
　　　⑹　コピー機の管理
　　　　　指定管理者は必要に応じ紙の補充を行ってください。軽微な不具合等の対応をしてください。費用が発生する場合等、重大な故障等は市へ連絡してください。
　　　　　導入しているコピー機：富士フィルムビジネスイノベーション ApeosPortC3570PFS　１台（現時点）
　　　　　※電気代については、指定管理者で負担をしてください。
　　　　　※現行機器は令和９年２月末にて契約期間満了となるため、契約期間令和９年３月１日から令和１４年２月２８日として入替予定です。
　　　⑺　防犯カメラの運用
　　　　　防犯カメラは２４時間稼動を基本とします。運用に当たっては、「東小金井事業創造センターの防犯カメラシステム設置及び運用に関する要綱」を遵守してください。
　　⑻　その他
施設等の点検の結果、修繕及び備品の更新が必要と判断した場合は、市に連絡し指示に従ってください。
なお、管理運営上必要な業務については、指定管理者において、他の専門業者に委託ができるものとします。ただし、その場合は、あらかじめ市と協議し、その承認を得てください。

　　８　安全管理体制
　　　利用者、職員等の事故防止・安全管理を徹底するとともに、災害、事故、突発的な傷病者が発生した場合等に備えた対策について、マニュアル等の作成も含め徹底してください。
　　　また、不法侵入、破壊、盗難といった犯罪、事故及び火災等から施設を守り、利用者の安全性を守るための警備業務を実施してください。
　　　※警備委託料については、市が指定管理委託料として負担します。

　９　その他業務
⑴　事業計画書の作成と市への提出
　　指定管理者は、翌年度（４月１日から３月３１日まで）の事業計画、人員配置、収支計画等を内容とする事業計画書を原則として毎年２月末までに作成し、市に提出してください。作成に当たっては、事前に市と調整を行ってください。
⑵　事業報告書の作成及び市への提出
　　指定管理者は、事業報告書（月次、年間）を作成し、市に提出してください。
月次報告は翌月１０日までに市に提出してください。主な内容は以下のとおりとし、
詳細については市と指定管理者と協議の上、定めます。
　①　施設の利用状況
　②　実施した事業（講演会等）の内容及び実績
　③　施設、設備、備品の管理業務の報告
　④　その他、事故、故障、苦情等特記事項
　　事業計画書に対する年次報告は翌年度５月末までに市に提出してください。内容等詳細については市と指定管理者と協議の上、定めます。
⑶　報告の徴収及び指示
　市は、東小金井事業創造センターの管理の適正を期するため、指定管理者に対し、
管理業務又は経理の状況に関し、定期若しくは臨時に報告を求め、利用者満足度調査
や労働環境調査並びに必要な指示を行うことがあります。詳細については、協定において定めることとします。
⑷　関係機関との連絡調整
　　市や各関係団体との連絡調整を実施してください。
⑸　その他業務遂行上必要な業務

Ⅲ　指定管理期間終了にあたっての引継事務
指定管理期間が終了したときは、原則として施設を原状に復してください。市は、施設・備品等を点検し適切に管理が行われていたか確認を行い、万一適切に管理されていないと判断される場合は、応分の負担を指定管理者に求める場合があります。指定管理者には造作等の買取り請求権はありません。次期指定管理者が円滑かつ支障なく業務を遂行できるよう、引継ぎを行うものとします。施設利用者に対しても、必要な周知等を行ってください。指定の取消しを受けた場合も同様とします。

Ⅳ　留意事項
１　施設の維持管理に関する留意事項
　指定管理者は、市に帰属する備品等（備品及び消耗品）を施設の維持管理業務の範囲内で使用することができます。指定期間中は別紙「貸与品一覧」に記載された市の備品等を良好な状態で維持管理してください。
　　指定管理者が必要と判断し、独自の財源で購入した備品は指定管理者に帰属するものとします。
ただし、指定管理者の所有備品として購入するものはあらかじめ市と協議の上、
購入してください。

２　施設の運営に関する留意事項
指定管理者が物品の販売をする場合は、事前に販売する品目の承認を市から得てから行ってください。

　３　施設の利用目的以外の行政財産の使用許可
　　　自動販売機の設置など施設の利用目的以外の行政財産の使用許可については、指定管理者の業務の範囲外であるため、市の行政財産目的外利用の許可が必要です。
　
　４　守秘義務
　　　指定管理者は、業務上知り得た秘密及び市の行政事務等で一般に公開されていない事項を外部へ漏えいしたり、他の目的に使用したりすることはできません。指定管理期間が満了した場合又は指定を取り消された場合においても同様とします。

Ⅴ　指定管理業務期間の前に行う業務
　１　協定項目についての協議
　２　利用料金の設定
　３　配置する職員等の確保、研修等
　４　業務に関する各種規定の作成、協議
　５　前指定管理者との事務事業の引き継ぎ

Ⅵ　損害賠償の取扱い
１　指定管理者の責に帰すべき理由により、市又は第三者に損害を与えた場合、指定管理者は、その損害を賠償しなければなりません。
２　前記１の場合において、損害を受けた第三者の求めに応じて、市が損害を賠償したときは、市は指定管理者に対して求償権を有します。

Ⅶ　協議
この仕様書に定めのない事項又は疑義が生じた場合、管理運営上必要なものについては、必要の都度、市と協議の上定めるものとします。
　また、東小金井事業創造センター条例に掲げた施設の設置目的を達成するため、指定管理業務仕様書以上の内容で高い効果の見込める指定管理者のアイデアがある場合、市へ提案してください。その際、市と指定管理者は誠意を持って協議をすることとします。
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